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達成率（累計％） 10.0 30.0 60.0 80.0

照会件数（件）
譲渡希望企業からの問い合わせ
件数

準備作業進捗率
（％）

終了済み作業量÷全作業量×
100

達成率（累計％） - - - -

効
率
性

最小のコストで成果をあげているか？

受益者に適正に負担させているか？

効率的な運営主体となっているか？

有
効
性

目的や目標の水準は妥当か？

目標を達成したか？

個別施策へ貢献したか？

目標

達成率（単年度％）

目標

実績

実績

個09事07

概要
第１・２貯木場の埋立地について、用地整備完了後、適切かつ速やかな処分手続きを行いま
す。　そのための準備を平成24年度までに行うものです。

建設部
管理課長

基本施策名 02 ロジスティクスハブ機能の強化

個別施策名 09 ロジスティクス機能を拡充する 事務事業

政策名

052-654-7922

事務事業シート 対象事業年度 平成 23

事務事業名 07 西部地区（第１・２貯木場）埋立地の売却(準備)

年度 コード

1   グローバルロジスティクスの港 22年度事業・個別施策評価結果
（今後の取組みの方向性） 責任者

コスト成果

連携課 企画担当

目的 第１・２貯木場埋立地を売却し、利用を図ります。
事業
期間

平成20～24年度

継続 維持 維持
連絡先

根拠
法令等

実施
義務   　　 有        無

関連
シート

個09事05西部地区（第１貯木
場）都市機能等用地整備事業
個09事06西部地区（第２貯木
場）都市機能等用地整備事業

23年度に実施した
内容･結果

埋立地の処分開始に向けた処分面積、時期等の条件整備を進めるための庁内調整
譲渡希望企業からの第１・第２貯木場埋立地の売却に関する照会対応

23年度の実施予定

コスト（年度） 単位 19（実績） 20（実績） 21（実績） 22（実績） 23（実績） 備考（款項目節等）

0事業費　計 千円 0

千円

0 0

0 0 0 0

人員費　計

一般会計 千円

事業会計

その他 千円

0.05

千円 439 429

正規職員 人

（款項目節）

（算出計算式）

（その他）嘱託職員 人 0.00

424 431

0.05 0.05 0.05

0.00 0.00 0.00

429 424 431合計 千円 439

23 最終目標活動・成果　指標 年度 19 20 24 備考（指標の算定方法など）

- - - - -

21 22

- - - -

達成率（単年度％）

10.0 30.0 60.0 100.0 （累計）100

必
要
性

どうしても必要な事業か？

利用者のニーズは高いか？

本組合が関与する必要があるか？

10.0 30.0 60.0 80.0

必要性・有効性・効率性の確認 判断理由　（課題の抽出） その他特記事項

100.0 100.0 100.0 80.0

○ ・× ロジスティクス機能を拡充する上で必要です。

売却予定時期を24年
度以降としていました
が、経済・財政状況
から売却予定時期を
25年度以降に変更す
る必要があります。
（24年度行政評価）

○ ・× 譲渡希望者から照会があり、ニーズは高いものです。

○ ・× 本組合が関与すべき事務事業です。

本組合が主体となって実施する必要があります。

○ ・× 売却準備を24年度までに行う目標の水準については妥当です。

○ ・× 売却が25年度以降となったため、23年度は目標の半分程度達成しました。

○ ・× 事務事業の意図は個別施策に反映されています。

コスト

○ ・× 継続的にコスト縮減に努めており、これ以上コストを下げる余地はないです。

○ ・× 受益者がいないため（売却が開始されていないため）負担はないです。

○ ・×

個別施策評価結果を踏まえた来年度以降の取り組み

売却予定時期を25年度以降に変更し、24年度も売却のための準備を引き続き行っていく予定です。

判断理由

延伸 具体的な需要を見極めて拙速な事業進行にならないようにするため。
個別施策評価結果による
今後の取り組みの方向性

事務事業 成果

1212 12 12

建設整備事業一般事務事業 計画 事業化 事業 管理
事務事業の段階


